















































































































号 発　行　日 1面 2面 3面 4面 5面 6面
1 1976．11．20● ● ☆ ★ ●
?
2 77．02．20 ● ☆ ★ ●










9 78．06．20 ● ☆ ★
?
10 78．09．20 ● ☆
? ?
11 78．12．20●M ☆ ☆ ☆ ★ ●




13 79．06．20 ● ☆ ★
?
14 79．09．20 ●M ☆ ★ ●
15 80．Ol．20 ● ☆ ★ ●
16 80。03．20 ● ☆ ★ ●





19 81．Ol．20 ● ☆ ★ ●





22 81．10．10●M ☆ ★ ●
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●M ?? ?? ?? ??







































































従業員定着・資質向上 2　2　0 ○○ ○　○　○　○　○
集　　　　団 化 3　3　0
経営・設備近代化，






公　　害　　防 止 8　99 7　9　7　7　　5　　5







展　示　会・見　本 市 ○ ○○○○　○　○ ○○○ ○　○　○　○　○
共　　同　　受 注 ○ ○○○○
販　　路　　開 拓 2222 ○○
労　働　災　害　防 止 35　　　　5　5









研　　修　　事 業 5　5 ○　○　○　○　○



































































































































































































































































































































































































































































8 新設設備紹介／円高対策 熱処理技術 騒音公害防止技術講習会M処理技術講習会






































































































































































































































































































5 84 万能工具顕微鏡の紹介 精密加工（中級）技術課?u座
6 84 事業概要
7 84 多層溶接ロボット「勘助」
8 85 三次元座標測定機設置 マイコン応用研究会結成
9 85 技術指導及び技術研修の案内 新素材の利用技術の現状について























































































号 発行年 記事①（案内・報告）②（調査）＊ 記事③（研究会・研修・講習会）
1 1982パネルディスカッション：新しい経営とロボット 中小企業経営管理研修会H場見学会（大日機工）
2 83 最低賃金の改定A下請取引斡旋効果分析調査／②県内下請企業の景況 下請企業の管理能力開発講座
3 83 企業自立化推進事業 工場見学会（TDK甲府南）
4 83 下請取引適正化／共同受注
5 84 受・発注ニュース／遊休設備あっ旋案内 新製品開発研究会
6 84 主要企業交流会ｭ注ニュース／遊休設備あっ旋案内 ⑧4新素材展見学会
7 84 発注ニュース






14 87 設備貸与制度／受・発注ニュース 韓国・台湾企業視察報告
15 88 受。発注、ニュース
16 89 CAD／CAM事業成果報告 89テクノフェア・イン・東京o営戦略講演会
17 90 受注企業ガイドブック受付／財務診断募集?ｬ企業活性化資金
18 91 設備貸与制度
19 91 下請中小企業振興法の改正
20 92 受発注取引窓口担当者会議報告／公的資金
21 93 下請オンラインシステム／地場産業振興人材育成支援事業
22 93 公的資金・融資
23 94 中小企業新分野進出等円滑化法／設備貸与制度
24 94 PL法／顧問弁護士制度
25 95 設備貸与制度／公的融資
26 95 設備貸与制度／小規模企業経営相談会
27 96 下請取引のトラブル
28 96 設備貸与制度
29 97 設備貸与制度
30 97 設備貸与制度
31 98 設備貸与制度
32 98 EGE（Ecology　Gentle　Enterprises）への参加呼びかけ
33 99 設備貸与制度
34 99 設備貸与制度
36 2000
㈱やまなし産業支援機構発足
窓熨ﾝ付・設備貸与制度
､究開発・地域技術起業化助成事業
ｷ期研修会等への派遣に対する助成
37 01 取引マッチングシステム
38 01 メッセ情報
39 02 設備貸与制度／公的融資
40 02
設備貸与制度／公的融資／受注企業ガイドブック受付／取
?g大商談会／大企業退職者の活用
ｷ期研修会等への派遣に対する助成
A共同開発事例
　注：＊：記事②のみ，番号を表記。
資料：『工業会報』。
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この時期は，年間3号体制が続き，「同友会報」の編集方針がほぼ踏襲されていた時期と，年
間2号体制に縮小されても，その特質がある程度まで維持されていた時期とに照応する。この
頃には，「受・発注ニュース」の他にも，第3号の「企業自立化推進事業」，第6号の「主要企
業交流会」や「遊休設備あっ旋案内」など振興公社の独自の事業や，第16号の「CAD／CAM
事業成果報告」のように県単独事業が記事として掲載されている。また，記事③の研究会や研
修・講習会についても，隔号くらいの頻度で掲載されていることにも照応する。
　記事内容の変化の第2は，第17号以降の時期に相当し，第1の特徴を代表する独自の記事
が大きく後退して，最も多く掲載されている「設備貸与制度」の記事に代表されるように，文
字通りの案内・紹介が大きく幅をきかせるようになっていることである。ここでも，「工業会
報」の「行政広報誌」化が進行していることをみないわけにはいかない。
　振興公社・やまなし産業支援機構による学習関連記事についても，指導所・工業技術センター
によるそれと同様に，記事スペースは，「工業会報」1～2頁相当分であり，「同友会報」にお
けるタブロイド判1頁分に比較すれば，大幅に減っている。他方で，内容に立ち入った場合に，
同じく「行政広報誌」化が進行している。したがって，ここでも，「工業会報」の誌面の推移
をみる限り，工業会と振興公社・やまなし産業支援機構との関係には，大きな変化を読み取ら
ざる得ないところであろう。
6．おわりに
　本稿では，「学習する組織」という観点から山梨県機械金属工業同友会の活動を1976年以降
について引き続きフォローするとともに，同友会を発展的に解消して成立した山梨県機械電子
工業会の活動を検討してきた。検討の素材としては，両業界団体によって発行されている「山
梨県機械金属工業同友会報」（創刊号～第23号）と「山梨県機械電子工業会報」（創刊号～第
40号）を使用した。
　前号において，同友会の設立当初から1975年頃までの学習展開について，次のように締め
括っておいた。すなわち，「業界の発展と会員の経済的地位向上のための圧力団体としての側
面を有しつつも，会員の金融や技術向上，福利厚生の充実など種々の事業展開の基礎には会員
相互の情報交換はもちろんのこと，技術力向上のための研究会や講習会，さらに部会などの交
流会活動などの『学習』の側面があった。そうした活動は，まずは企業ベースで，次に協力会
レベルで，協同組合レベルでと，種々のレベルで実施されている。したがって，学習のレベル
は同友会だけにとどまらず，重層的に進められていることが特徴である」（松橋，2006），と。
　また，同友会の社会的環境ネットワークとしての性格を強めている側面については，次のよ
うにまとめておいた。すなわち，「それぞれの時代において中小企業に迫ってくる課題に対し
て，業界としての学習を通じて対処している。企業レベルにおける対処の域を超える場合には，
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業界として県や自治体の事業を先取りするかたち対処している。この場合にも，学習が力となっ
ていた。また，この学習は同時に，県に対して工業振興のための種々の新たな事業を具体的に
提案する上でも，効力を発揮し，後に県の事業として実現させている」（同上），と。
　こうした評価自体，現在でも変わるところはない。前号で提示した評価軸によって，工業会
にまで検討対象を広げて，2002年までのおよそ40年間にわたる両業界団体の活動の推移をみ
ると，次のような結論が導かれる。
　まず，同友会は1970年代後半において大きな変動期にあったとはいえ，業界団体として
「学習する組織」たり得ていた。会員相互の情報交換の側面はもちろんのこと，技術力向上の
ための研究会や講習会，さらに部会などの交流会活動などの面でも，学習活動が基礎となって
いたとみることができる。また，学習組織の重層化という点でも，ある程度までは維持されて
いた。
　とはいえ，1960年代までとは違って，自らが実現してきた指導所や育成協会の充実に伴っ
て，自らの手による組織化は少しずつ後退していたことも事実である。むしろ，指導所や育成
協会との「二人三脚・三人四脚」の側面から「学習の組織化」の新たな段階を迎えていたもの
と捉えていく必要があろう。その意味では，今回扱った1970年代後半に関して言えぱ，自ら
の飛躍のために，大きな変動の渦中に巻き込まれていながらも，「学習の組織化」としては1
つの到達点を示しているとみることができるだろう。学習の進め方やあり方，県の関係団体と
の関係のあり方などなど相違する部分を多く持ちながらも，かつて筆者が分析したことのある
1990年代における米沢市の事例に相当している（松橋，2002）。
　これに対して工業会は，上記と同じ評価軸からみると，およそ20年の歴史は一様ではなく，
「学習する組織」としての性格が認められるのは，設立当初の5年間くらいではなかろうか。
同友会の良き遺産が良い意味で活用されていた時期である。このことは，工業会の主要事業計
画の変化や，「工業会報」における学習に関わる記事の変遷からも読み取れるところである。
　しかし，工業会が厚生年金基金の設立に向けて動き出したあたりから，「学習する組織」と
しての業界団体という性格は大きく後退していったと言わざるを得ない。もちろん，この頃に
なると，振興公社や工業技術センターがますます充実してきて，既に業界団体が学習を組織化
するなど必要としなくなるという側面があったことも事実である。このことをさらに強めたの
は，工業会では地元進出の大手企業も入会していたことである。こうした企業にとっては地元
における地域的な学習組織に対する需要は皆無といってもよいからである。こうしたことが相
まって，情報交換はあっても，学習への要求が後退していった。
　前号で提示した評価軸からみると，以上の通りである。しかし，今回の分析を通じて，「学
習する組織」としての業界団体を，このように長いスパンにわたって検討する場合，時期貫通
的な，一元的な評価軸だけでは，その組織化を十分に評価することができないという反省も沸
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いてくる。本論でもみたように，学習への要求やモチベーション自体もそうであるが，それ以
上にその組織化は時代や地域の条件に左右されることが大きいからである。時代や地域の条件
に即応した評価軸・視点の再考については他日を期したい。
　ところで，「工業会報」における行政広報化の傾向の中で指摘したように，工業会の変質は，
こうしたレベルにはとどまらない問題を孕んでいたように思えてならない。つまり，「学習す
る組織」としての業界団体という性格の単なる後退ではなく，まさに変質である。
　最後に，「工業会報」の誌面検討の続報となるが，この変質の問題に触れて，論を綴じるこ
とにする。
　1990年代の半ば頃になると，工業会における各種の委員会についても，ほとんどがルーティ
ン化して，業界の抱える問題に協働して立ち向かっているという様子は，少なくとも「工業会
報」の誌面からは全くと言ってよいほど伝わってこないものとなる。上述したように，この時
期になると，確かに振興公社や工業技術センターが充実してきて，業界がそれまでのように独
自に，いろいろな困難に立ち向かう試みをするとともに，そのために独自の研究会などを組織
するということは大幅に減っていることは事実である。とはいえ，業界団体には，振興公社や
工業技術センターなどの公的な機関が実施するサポートとは異なる課題があるはずである。こ
れに対して独自の対応をすることがなくなった場合に，業界団体の独自の存在意義はいったい
何か，という点に帰着する。
　存在意義という点で，最後に触れておかなければならないことは，厚生年金基金が設立され
た後，工業会報に時折掲載される「新会員ご紹介」欄をみたときの驚きについてである。基金
設立の直後とみられる1991年3月31日発行の「工業会報」第18号における同欄には，新た
な会員18社が紹介されている。そのうちの8社は明らかに製造業であり，その中でも電気・
電子，精密，樹脂成形などの業種に分類される企業であった。しかし，残りの10社には第一
生命保険相互会社甲府支社，富国生命保険相互会社甲府支社など保険会社6社と，住友信託銀
行など信託銀行4社が含まれていた。これを確認してから，その後も同欄を注目していた。す
ると，これほど大量ではないものの，その後にも保険や信託関係の企業が散見される。確かに，
「工業会報」の誌面検索と分析を進める中で，第26～29号（95～97年）にかけて，4回にわたっ
て第一生命が著者となって「ビジネスネットワーク」の連載があった。しかし，その時にはタ
イトルからみて，あまり問題にはしていなかった。厚生年金をめぐる問題をフォローする中で，
その奇異な取り合わせが理解できるに至った。既に，会員構成からみても，工業会は業界団体
としての体を成さないものへと変質していたのである。
　［謝辞］　本稿の作成は，なによりも我々の長時間にわたるヒヤリングと資料提供に快く応じていただ
いたやまなし産業支援機構および山梨県機械電子工業会のご協力のおかげである。ここに記して心より
感謝するしだいである。本稿は，日本学術振興会科学研究費補助金による基盤研究C（1）「産業集積地域
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におけるイノベーション形成に関する比較実証研究一「イノベーティヴ・ローカル・ミリュー」と
「暗黙知」概念の有効性の再検討」（2001－2003年，研究代表者：山本健兜，課題番号：13680091），お
よび日本学術振興会科学研究費補助金による基盤研究C（1）「産業クラスターにおける中小企業を主体と
する産学官連携の地域間比較」（2004－2006年，研究代表者：松橋公治，課題番号：16530171）の成果
の一部である。
註
（1）同じことは，1979年に育成協会が振興公社へと呼称を変更した場合についても言えることであ
　　り，紙面上の扱いには何らの変化もみられなかった。
（2）　ここで言う，組合とは，前号第4章4節で取り上げた会員企業が組織している「協同組合」のこ
　　とを指している。
（3）　同時に，副会長職も4名として，この4地域からそれぞれ1名選出されている。
（4）　ちなみに，同紙第6号は手元にないものの，1977年11月発行の第5号までの段階で，法人化問
　　題は紙上に全く掲載されていないし，関係する委員会の存在に関しても触れられていない。
（5）　すなわち，（1）研究開発グループの組織化に関する調査（具体的にはマイコンの基礎学習とマイコ
　　ン利用），②計量管理センター建設構想の調査（測定検査機器の精度保持および検査システムの確
　　立），（3》異業種等による共同受注，受発注の共同斡旋事業の事業化調査，（4｝加工形態別技術コンテ
　　ストの実施計画調査，⑤製品部品見本市および展示会実施計画調査，⑥産地イメージアップ計画調
　　査，（7脂導者・技術者研修事業実施調査，⑧県内技術者活用事業の実施計画の8点である。
（6）定款については，設立当初のそれが掲載されているだけで，その後の改訂をフォローできない。
　　また，山梨県機械電子工業会年金基金として，名称にこそ工業会が入っているもの，基金運営につ
　　いては別組織として運営されている。
（7）「組合の上部組織としてではなく，独立した組織であり，加盟に躍躇する」とは，組合の上下関
　　係の場合には，組合から上納金が納められるのに対して，独立した組織の場合には，加盟金を加盟
　　企業が自ら払い込まなければならないからである。
（8）　工業会の会員名簿は，1980年代後半の「工業会報」を最後に掲載されなくなった。そこで，そ
　　の代替として，山梨県機械電子工業会厚生年金基金の加入事業所と加入者数によって，会員数の推
　　移を捉えることにした。
（9）事業計画の推移を追いかけるために「工業会報」をめくっても，第3期あたりになると，事業計
　　画の文言だけでなく，それを導くための各年度における問題状況や課題意識に関する鏡文ついても，
　　若干の手直しはあるものの，ほとんど毎年同じという，いわゆる「コピペ」状態なのであった。
（10）　山梨県機械金属工業産地振興事業「電子応用技術の開発」。
（11）　参考までに，1977年度の事業予定によれば（同一3），技術講習会が5回，金属表面処理研究会・
　　電気電子連絡協議会が4回などなっている。その後，1981年までの同内容の記事をみると，ほぼ
　　同じ事業予定になっている。ただし，技術講習会は1977年だけが例外だったようで，1978年以降
　　にはすべて6回が予定されている。
（12）　国および県の委託事業として同友会が「県マイクロコンピュータ技術研究所」を開設（指導所内
　　に設置）し，そこで実施された。
（13）　遊休設備の斡旋事業は，遊休設備の情報を育成期協会で集約して，その情報を県内中小企業に知
　　らせて，その利用したい企業に斡旋するというものである。当初，こうしたかたちで始まったこの
　　事業は，後に，利用したい設備がある企業からの情報も集約することによって，まさに斡旋事業と
　　して独り立ちしていく。
（14）　当時，国の指導もあって，各地の育成協会・振興公社が同様の調査をしていたことはよく知られ
　　ているところであるが，このような詳細な結果を，しかも地元の業界紙に掲載している例を，管見
　　の限りでは知らない。
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（15）　12・14・15・17・19・20・22・24～29の各号。
（16）　当時，山梨県ではテクノポリスをめぐる議論が活発化していた。同じくTQCやQCサークルは
　　中小企業においても，積極的に導入が進められていた時期である。異業種交流に関しても，国が本
　　格的に推進するようになるが1980年代後半であるから，それを先取りした寄稿でもある。
（17）　しばらくの間，「工業会報」の誌面では行政広報が多くなるなど，行政の「下請」機関とみられ
　　ても仕方のないような編集が続いていたのに対して，かつての同友会と同じように，「動く」（県や
　　関連団体に働きかける）工業会をアピールする一環の記事ではないか，と考えられる。
（18）　とはいえ，指導所・工業技術センターによって組織化された研究会が他にも多くあるのにもかか
　　わらず，この2回だけの掲載にとどまっている（山梨県富士工業技術センター編，1996）。
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学習する地域としての山梨県（2）
　　　　　　　　　　　　　　Yamanashi　as　Learning　Region：
ACase　Study　of　Collective　Learning　in　the　Local　Industry　Groups
in　Yamanashi　Pref．，　in　Japan
MATsuHAsHI　Koji
　　　The　purpose　of　this　paper　is　to　identify　the　nature　of　collective　learning　in　the　two
local　industry　groups；Association　for　Promotion　of　the　Machinery　and　Metal　Processing
Industries（APMY）and　Association　for　Promotion　of　the　Machinery　and　Electronics
Industries（APMEY）in　Yamanashi　Prefecture．　In　order　to　approach　the　theme，　author
analyzed　planes　of　the　newsletters　of　APMY（Douyu・、Kaiho，　No．1－23，　from　1976　to　1981）
and　pages　of　the　bulletins　of　APMEY（Kogyou－Kaihou，　No．1－40，　from　l982　to　2002）from
the　view　of　collective　learning，　and　picking　up　articles　on　workshops　set　up　within　the
Associations　and　on　the　technical　and　institutional　information　to　improve　the　technical
capabilities　and　managements　of　members．
　　　As　mentioned　in　the　previous　article，　APMY　continued　learning　activities　and　sup・
plied　the　supporting　services　to　local　small　and　medium　enterprises（SMEs）from　1960　to
1975．The　founding　of　APMY　was　based　on　learning　activities　of　local　manufacturers　on
productivities　and　managements　from　the　very　beginning．　In　keeping　with　the　teething
organizational　character，　APMY　had　not　only　promoted　the　exchange　of　information
among　members　but　also　collective　learning　and　workshop　on　finance　and　technology，
though　there　was　no　doubt　about　that　APMY　was　local　lobby　group．　The　collective
learning　activities　had　multi－tiered　frameworks：individual　firm　level，　cooperative　level
and　association　level．　APMY　had　organ量zed　collective　learning　in　order　not　only　to
improve　production　control　of　local　SMEs　but　also　to　deal　with　burning　issue　such　as　the
wage　system，　fringe　benefit，　pollution　problems　and　so　on．　According　to　results　of　collec・
tive　learning，　APMY　had　made　concrete　policy　proposals　to　local　government．　The　some
proposals　were　appeared　in　concrete　form　by　local　government．
　　　Since　1976，　the　nature　of　collectlve　learning　in　APMY　had　maintained　according　to
the　articles　of　the　newsletters．　A　number　of　workshop　set　up　within　APMY，　however，
decreased，　because　many　workshops　were　convened　by　the　extra－local　government　or－
ganizations　for　local　SMEs（the　technical　support　center　and　the　training　center　for　local
SMEs），asubstitute　for　AMPY．　The　centers　set　up　by　local　government，　were　the　organi－
zations　that　AMPY　made　requests　to　local　government　for　setting　up．　Learning　activi－
ties　in　AMPY　became　hot　rather　than　ones　in　the　1960s．　On　the　other　hand，　the　techhical
and　institutional　information　and　the　exchange　of　information　among　members　were
very　active　through　publishing　the　newsletters．　Therefore，　the　collective　learning，　sup－
porting　system　and　policy　proposals　reflected　the　mature　that　APMY　was　an　extra－firm
network　that　go　beyond　inter・firm　network　as　economic　linkages．
　　　The　nature　of　collective　learning　in　APMY，　however，　has　suffered　many　setbacks
after　to　period　of　APMEY，　being　established　in　l982　as　an　Association　that　developmen－
tally　re－organized　APMY，　and　a　benevolent　corporation．　Larger　enterprises　entering　into
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local　area，　however，　could　join　to　the　member　of　APMEY，　differently　APMY．　During　the
several　years　it　set　up，　APMEY　made　up　the　bulletins　in　same　editing　policy　with　APMY，
so　maintained　learning　activities　and　the　exchange　of　information　among　members．
However，　members　within　APMEY　had　different　opinions　over　founding　of　the　employee
pension　during　1988－1990．　After　the　antagonism，　the　editing　policy　of　bulletins　was
juggled　about，　and　articles　on　learning　activities　and　the　exchange　of　information　among
members　decreased　to　large　degree　in　the　bulletin．　The　many　pages　of　bulletin　were
dominated　by　administrative　information　and　publicity　campaign，　as　if　the　bulletin　was
newsletters　of　local　government．　Actually，　APMEY　gave　up　setting　up　the　original
workshop，　and　editing　the　pages　of　the　exchange　of　information　among　members．
Therefore，　APMEY　Iost　the　function　of　collective　learning，　and　have　only　played　a　role
of　local　lobby　group．　Not　industry　group　but　the　extra－local　government　organizations
for　local　SMEs　have　the　function　of　collective　learning　to　play　in　Yamanashi　Prefecture．
Adding　to　that，　the　many　enterprises　other　than　the　machinery　and　electronics　indus－
tries，　the　banking　and　insurance　industries　so　on　after　the　founding　of　the　employee
pension，　joined　to　the　members　of　APMEY．　Now　there　are　doubts　about　that　APMEY　is
alocal　industrial　group　representing　the　local　machinery　and　electronics　industries．
Keywords：Yamanashi　prefecture，　extra－firm　network，　collective　learning，　learning　region
84
